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要旨 

情報システム開発の初期の段階で、ビジネスモデル作成、要件定義が行われ、以後の開発を方向付ける。この段 

階での前提条件は、適切なステークホルダとシステムアナリストのコミュニケーションであろう。ビジネスモデ 

ル作成、要件定義の方法にはいくつかの提案があるが、ビジネスモデル作成、要件定義の方法に「挙動指向」ア 

プローチを加えることをここに提案する。 

 

1. はじめに    
情報システム開発で、要件定義はその上流に位置し、要件の的確な定義が開発の成功を左右するこ

とは認められていることであるが、それほど容易なことでないことも認められている。本文では、こ

の分野の課題を筆者なりに整理し、その一部ではあるが改良が出来ると思えるアプローチを提案する。

第二章では、要件定義やビジネスモデル化のいくつかの側面について出版物などから得られた状況を

把握し、第三章では、それを整理することによって、第四章では「挙動指向」アプローチを提案する。 
 

2. 対象課題の状況把握 
以下では、関連する課題の状況を概略把握する。 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 課題の列挙 
1) 問題領域(Problem Domain) 

問題領域はシステム化される対象を指し、その領域の特性を理解、表現することが重大な課題と

なる。M. Jackson はシステム実装の世界と、システム化対象(問題)の世界の分離を主張している[7],[8]。
J. Roberts は企業活動における組織や戦略の設計において、相補的(Complementary)な設計変数の重大

さを指摘している[14]。制約理論(TOC)に於ける思考プロセスでは、核となる問題の発見と妥協によ

らない解決策創生の提言がある。思考プロセスでは、要件間に対立があるとはしておらず、要件の

必須前提間での存在しうる対立を解決することを狙っている[12]。問題は現状にかかわるものや将来

にかかわるものが対象となることは衆知である。単に現状の未達課題を見つけるだけでなく、将来

のあり方を探求することが重要であるが、明解な探求指針を見つけることははなはだ困難である。

また、領域の持つ固有性や、ビジネスの側面では、業務運用レベルと管理・経営レベルでの問題対

象があり、性格が異なり得る。 
2) ステークホルダ(Stakeholder) 

要件を確定するには、ステークホルダを適切に選ぶことの重大性が指摘されている[2],[3]。ステー
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クホルダに関するニ大欠点として、ステークホルダのコミット不足と要件収集のスキル不足が挙げ

られている[3]。コミット不足もさることながら、要件収集のスキルをステークホルダ(あるいはユー

ザ、クライアントなどとも呼ぶ)に要求するのは現実性に乏しい。それは要件収集の相手側はシステ

ムアナリストと想定され、このシステムアナリストは要件収集にエンジニアリングモデル化手法を

使用すると想定される。ステークホルダにこのようなモデルの一部とは言え、理解を求めるのは困

難である。モデルの教育をステークホルダに対して行うことは時間がかかるし、そもそもモデル化

の学習はステークホルダの主務ではない。 
3) 要件(Requirement) 

南條は要件という言葉の意味が正しく理解されていないと指摘している。アウトソーシングの普

及に伴い、更に要件の意味の正しい理解が必要とされる[11]。M. Jackson は、要件には二種類(Inner, 
Outer)あると述べている。一つは問題領域の外側にあるもので、他方は問題領域とシステムと間にあ

るものである。中間に位置する問題領域の性質に基づいて要件は定められるとしている[7],[8]。L. 
Sharer によると、要件定義は”to produce a specification of what the systems will do”であると、ユーザと

システムアナリストが合意できるが、双方のWHAT とHOW の指す内容が異なるという指摘がある。

ユーザにとって要件はビジネスにおける目標に近いものを意味し、それを実現する機能は HOW で

あると考える一方、システムアナリストは機能を要件と考えている[15]。事実、L. Sharer が要件定義

として表現しているものは、システムアナリストの機能要件にかかわるもので、ユーザの想定する

要件ではない[15]。ある調査[5]によれば、システムアナリストはユーザからの情報だけでは要件を確

定するには不十分であると感じており、また、入札などの方法によるシステム開発受託では、契約

前にはユーザからの情報は充分得られない等の制度的制約もある。要件の不備は、予測(estimation)
と共に情報システム開発プロジェクト失敗の二大要因となっており、それは要件の漏れ、要件の不

安定性、要件の誤りなどによるものである[6]。開発を受託する側での技術的な実現性も要件を決定

する要因である[9]。諸々の側面があるもののプロジェクトでの最大の課題は時間に追われ、充分な

考慮や対策が適用されていないとも指摘されている[6]。 
4) モデル化方法(Method) 

個々のモデル化手法をここで取り上げるのではないが、モデル化方法では主として定型化された

記述が行われる。ここで必要なことは、記述された内容の整合性が保たれていることである。定型

化された記述はエンジニアリングモデルと言える形式のものである。これらの手法はContainer(Class, 
Type 等)の表現を行い、Contents を記述対象とするものではない。要件で触れた、ユーザとシステム

アナリストの要件についての理解が異なるのも、この Container/Contents への異なる焦点の当て方に

よるとの観測が出来る。モデル化手法に近いものとして、シナリオによるシステム開発という手法

もある[1]。「モデルを作成するのに充分な理解が出来ない場合は応用領域を分割し、整合性を重視す

るよりも、シナリオに基づく部分最適で充分満足できるシステム開発が出来る」という考え方もあ

る[18]。このアプローチおよびプロセスのみに注目すると「バケツリレー」システムが出来上がる[17]。
システムには少なくともプロセスとデータの両側面があり、その組み合わせが必要になる[10]。 

5) モデル化技法(Technique) 
T.W. Olle は各種のモデル化手法を分析し、モデル化を行う技法として、プロセスアプローチ、デ

ータアプローチ、挙動(behavior)アプローチが存在することを述べている[13]。たとえば SSADM とい

う方法では、データとプロセスを同時並行的にモデル化し、データとプロセスの接点としてイベン

ト(挙動表現に対応する)によるエンティティ生涯を補助的に記述している[16]。 
5) 開発プロセス(Development Process) 

開発プロセスには種々のアプローチがあるが、ここでは、スパイラル法に注目する[4]。 
 

3. 対象課題の整理 
以上のいくつかの側面の状況の理解の上で、課題解決の方向性を整理する。対象とするビジネスを
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何らかの形で明示的に表現することは必須であると考えられ、特にその表現おいて、少なくともプロ

セス、データの両側面が整合した形で表現されるべきと考える。更に加えて、 
1) ステークホルダとシステムアナリストの要件収集の手段として、問題領域の「値」による表現を

使用する。 
2) この問題領域の「値」の世界はシステムアナリスト側の問題領域の「型」の世界へと対応される

こと。 
3) 要件収集は単に現状の記述による現状理解だけでなく、将来の姿も描けるものであること。 
4) 記述の対象は、業務運用レベルのみでなく、管理・経営レベルにも適用可能であること。 

が望ましいこと(つまり要件)となる。 
 

4. 挙動指向アプローチの提案 
上記要件 1)の「値」による表現として、ビジネスイベントを使うことを想定する。このような選択

は、上記のシナリオアプローチに類似するが、問題領域の「型」との対応からすると、対象を「型」

の一つに絞り、その一つの「型」に対して、ステークホルダとイベント列をその「型」の全生涯につ

いて洗い出す活動を行うと、上記要件 2)に沿うことになる。このアプローチは挙動指向とも言えるが、

SSADM との違いは、挙動は補助的ではなく、特定の「型」に絞った主要な収集情報となり、データ

およびプロセスモデルへの展開のベースとする。つまり、手続き的には逆になる。ここで選択される

「型」は業務運用レベルのみでなく、管理・経営レベルにも適用する。たとえば、「コスト」「効果」

のような「型」があっても良いとする。 
「型」をどのように選ぶのかについては、前述のように、設計変数で最重要と思われるものから選

択し、その結果得られる要件に相補的な設計変数を順次選択する。導出された要件の前提条件が既導

出要件の前提条件と矛盾する場合は矛盾解消が必要になる。初期の段階で、全ての「型」を含んだモ

デルを作成するのではなく、順次「型」を補足する方法をとる。開発プロセスという点から見れば、

スパイラル的であるが、活動を要件定義に限定しており、開発の全工程を繰り返すものではない。こ

のアプローチはいわゆるボトムアップとも言えるが、「型」を選択する、つまり焦点を絞る場面ではト

ップダウンとも言える。記述の活動が、問題理解・問題発見・問題解決・将来構想作成・現状認識な

どによって異なるので、それに合わせたイベントの洗い出しを行う。 
 

5. 挙動指向アプローチに基づく要件定義方法 
挙動指向アプローチという技法について以上提案したが、このアプローチを要件定義やビジネスモ

デル化に適用するには、更にいくつかの準備が必要と考えられる。適用の対象や目的が広範であるこ

とから、焦点を絞り、適用を行うためのシステム分析設計側(ユーザ側ではない)のシナリオとして，典

型的には、現状把握シナリオ、問題発見シナリオ、問題解決シナリオを想定する。 
1) 現状把握シナリオの成果は現状モデル(現用の多くのモデル化と同等のもの)であり、 
2) 問題発見シナリオの成果は課題・将来目標(ユーザ要件)、 
3) 問題解決シナリオの成果は矛盾解決と機能(実現要件) 
である。その各々では選択される対象は異なるが、成果を導出する過程で挙動アプローチを採用する。

従来の手法との相違は、少なくともユーザとのやり取りがより効果的に行えるであろう事である。 
 

6. まとめ 
本資料では、要件定義とビジネスモデル化手法について、課題と想定されるいくつかを取り上げ、

整理をした結果として、「挙動指向」アプローチを提案した。十分な考察が出来たわけではなく、特に

特定の問題領域を捉え、上記のシナリオの具体的な作成と要件定義が今後の残された課題である。但

し、実証による有効性を確認することは容易ではない。 
本アプローチの適用外にある課題としては、契約以前のユーザからの情報収集の不足、ステークホ



 MDL-05-4 

ルダのコミット不足、時間制約による活動の完遂不足、などが存在する。第一の点への対策としては、

要件定義を独立系のコンサルタント主導で実施することも考えられる。第二点、第三点は要件定義を

適切にすることの重要性が認識され、また、要件の迅速かつ柔軟な定義の方法が実現すれば、これら

は改善されるであろうが、現状では見通しは立たない。  
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